
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 27　年

2.1.1 人 国　調 3.4 ％ 27.1 ％ 69.6 ％

31.1.1 人
22　年 1,238 人 11,661 人 27,902 人

増減率 ％ 国　調 3.0 ％ 28.6 ％ 68.4 ％

令和元年度 増減額

1. ① 33,985,813 4,794,223 16.4 ％

2. ② 31,838,200 2,991,541 10.4 ％

3. ③ 2,147,613 1,802,682 522.6 ％

4. ④ 588,678 501,516 575.4

5. ⑤ 1,558,935 1,301,166 504.8

6. ⑥ 1,301,166 1,567,038

7. ⑦ 253 △ 82 △24.5

8. ⑧ 0 △ 180,000 皆減

9. ⑨ 1,895,441 1,695,441 847.7 ％

10. △ 594,022 △ 308,485 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -

企適 -

企非 -

企非 -

-

-

-

-

-

-

-

-

-

公共下水道事業

農業集落排水事業

駐車場事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

1,210,881

11,047

239,078

（総費用）

9,922,343

 -

7,506,5577,824,521

 11,075

1,209,122

2,852

歳　　出

1,281,385

365,682

76,224

51,008

31,935

1,312,327

-

317,964

0

39,315

 11,075

1,169,807

歳　　入

（総収益）

11,234,670

 -

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

87,162

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

11,074,027

18,140,807

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 13,636,596

翌年度に繰り越すべき財源

28,846,659

180,000繰 上 償 還 金

△3.6

住民基
本台帳

257,769

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

344,931

22年

29,191,590

89,128

89,751

△0.7

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

茂 原 市

令 和 元 年 度

1,298
99.92

人口集中地区人口

22年国調

122106

第１次
93,015 897.6

対H30増減率

26,802 人

0.83

人

R1年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 265,872

△ 285,537

335

経 常 収 支 比 率

39,616,060

3,231,605

8,231,746

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 109.7

1,449,647

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 9.7

健　全　化　判　断　比　率

200,000

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成30年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

32,295

昭47. 5. 1　茂原市・本納町、合体合併

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

89,688 人 27年国調
人

人
32,876

674,019

325,678

174,510

38,170

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

1,332,393

397,617

79,076

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）

9

R1普通交付税
種 地 区 分

Ⅱ－３

番号

Ⅰ3

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

94.8

3,583,190

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

8.6

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

10,430

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、令和元年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方公
営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。



9

経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

37.3 ％ △ 1.2 ％ 12,218,868 5,371,702 16.9 ％ 3.7 ％ 4,937,591

0.9 1.4 300,239 3,760,863 11.8 5.2

0.0 △ 47.2 8,316 6,365,609 20.0 1.3 2,001,588

0.2 12.0 57,790 3,272,909 10.3 △ 10.1 3,272,909

0.1 △ 20.0 37,924 元 金 3,017,015 9.5 △ 9.9 3,017,015

0.0 － 0 利 子 255,894 0.8 △ 12.2 255,894

4.7 △ 2.7 1,611,116 0 0.0 － 0

0.2 △ 13.8 51,245 15,010,220 47.1 △ 0.6 10,212,088

0.0 － 0

0.2 △ 41.7 3,238,998 10.2 11.6 2,098,205

0.0 － 111,004 0.3 10.9 70,948

0.1 皆増 18,181 4,533,963 14.2 10.8 2,800,000

0.6 276.9 218,463 2,791,971 8.8 16.4

10.9 43.6 654,175 2.1 20.1 113,875

7.5 17.3 3,155,774 9.9 △ 5.6 2,607,257

3.4 184.1 26,704,134 83.9 2.4 17,902,373

0.0 △ 4.0

55.2 5.9 17,134,920 124,067 0.4 0.7

0.0 △ 7.1 12,096 4,471,109 14.0 80.4

0.4 △ 35.0 0 3,075,697 9.7 270.8

1.5 △ 18.8 217,800 1,388,822 4.4 △ 15.3

0.1 △ 4.8 0 0 0.0 －

14.7 24.2 6,590 0.0 △ 24.5

0.0 － 0 294,140 0.9 763.3

5.8 14.5 0 0.0 －

0.1 △ 30.9 18,797 4,765,249 15.0 89.7

0.4 1.6

6.0 423.1 0 165,783 0.5 156.6

0.6 △ 33.8 139,309 0.4 6.4

3.4 △ 7.4 48,065 63,725 0.2 23.6

11.8 48.2 0 0.0 －

0.0 － 31,838,200 100.0 10.4

4.3 1.9 879 0.0 △ 38.2

100.0 16.4 17,431,678

0.0 △ 39.8

超過課税分収入済額 決算額

43.7 ％ 1.2 ％ 137,169 258,152 0.8 ％ △ 4.5 ％

所 得 割 34.9 △ 0.1 0 3,138,333 9.9 4.4

法 人 税 割 5.3 10.9 137,169 11,434,310 35.9 4.8

45.1 △ 4.3 0 3,107,027 9.8 18.4

土 地 13.9 0.7 0 0 0.0 －

家 屋 19.5 △ 0.2 0 571,800 1.8 △ 2.3

償 却 資 産 11.6 △ 15.2 0 702,499 2.2 △ 17.6

11.2 2.4 0 2,958,583 9.3 5.3

100.0 △ 1.2 137,169 1,484,944 4.7 6.3

△ 7.6 4,615,503 14.5 70.2

294,140 0.9 763.3

98.8 ％ 22.3 ％ 95.4 ％ 3,272,909 10.3 △ 10.1

市 町 村 民 税 98.8 25.9 95.7 0 0.0 －

固 定 資 産 税 98.7 19.8 94.8 0 0.0 －

92.6 25.0 75.8 31,838,200 100.0 10.4

R1決算額 地方債

611,682 5,547,800

47,809 3,253,800

92,853 1,440,000

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

その他特定財源 一般財源

5,203,520

衛 生 費

議 会 費

現年課税分

676,982

5,711,307

全体事業費の財源内訳

2,467,210

12,675,408

2,093,944

1,767,001

積 立 金

決算額

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

消 防 費

教 育 費

土 木 費

労 働 費

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

対H30増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

前 年 度 繰 上 充 用 金

人 件 費

扶 助 費

う ち 職 員 給

繰 越 金

諸 収 入

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

2,029,495

投 資 的 経 費 小 計

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

44,148

3,705,817

12,096交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

2,550,559

経 常 的 経 費 小 計1,155,089

169

経 常 的 繰 出 金
2,550,559

47,039

517,373

分 担 金 及 び 負 担 金

4,987,552

単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

災 害 復 旧 事 業 費

国直轄事業負担金

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

国 庫 支 出 金

使 用 料

18,746,718一　般　財　源　計

0

123,425

区　　　　　分 構成比

うち東日本大震災分

うち東日本大震災分

都 道 府 県 支 出 金

214,931

1,163,941

地 方 債

合　　　　　　　計

1,048

127,320

1,972,375

うち臨時財政対策債 1,449,600

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

対H30増減率

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

33,985,813

構成比

3,999,400

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

元 　利
償還金

補 助 費 等

62,219

地 方 特 例 交 付 金 等

1,611,116

51,245

0

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴル フ 場 利 用 税 交 付 金

特　　　 　　別

普　　　 　　通

物 件 費

地 方 税

57,790

37,924

地 方 譲 与 税 300,239

8,316

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

12,675,408

利 子 割 交 付 金

義務的経費小計

218,463

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型茂 原 市 Ⅱ－３

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H30増減率 構成比 対H30増減率区　　　　　分

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

62,219

0

18,181

分 離 課 税 所 得 割 交 付 金 0

地 方 消 費 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金

投 資 及 び 出 資 金 ・ 貸 付金 （ 経 常的 なも の）

0

0

5,248,680

1,195,455

160,628河川改修事業 S63～R4 2,400,628

S60～R6 7,400,000

茂原駅前通り地区土地区画整理事業 H4～R13 16,000,000

街路事業 2,950,745

0

800,000

事業名 事業年度
全体事業費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

市 町 村 税

区　　　　　分

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

5,541,325

4,419,935

災 害 復 旧 費

1,475,117

1,422,776


